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はじめに 
 
 

普天間飛行場の跡地利用については、平成１８年２月に、沖縄県と宜野湾市

は跡地利用計画の基礎となる「普天間飛行場跡地利用基本方針」を策定してお

り、平成１８年度からは、国、沖縄県及び宜野湾市の連携により、跡地利用計

画の策定に向けた取り組みを進めているところである。 

本調査は、跡地利用計画の策定に向けた取り組みを開始するにあたり、取り

組みの手順・内容・体制等について取りまとめた行動計画を策定し、関係者が

今後の取り組みの指針として共有することを目的としている。 

本調査の実施にあたっては、学識経験者、地権者代表、関係行政機関の参画

を得て「普天間飛行場跡地利用計画策定基礎調査検討委員会」（委員長 琉球大

学工学部教授 福島駿介氏）を設け、行動計画（案）の取りまとめにあたって

いただいている。また、本調査の一環として、計画づくりに関連する１０の分

野について、専門家を交えた意見交換会を開催し、今後の取り組みのあり方に

ついて、幅広いご意見をいただいている。 

本報告書は、それらの成果を取りまとめたものであり、第Ⅰ章は委員会で取

りまとめられた行動計画（案）、第Ⅱ章は意見交換会におけるご意見の概要を取

りまとめたものであり、付属資料には、本調査が実施した業務の記録として、

会議資料、会議録、県民フォーラムの概要等をお示ししている。 

沖縄県と宜野湾市は、本調査の成果にもとづき、行動計画を策定し、関係部

門が役割分担を行い、国の協力や県民・市民及び地権者の参加を得て、跡地利

用計画の策定に向けた取り組みを進めることとしている。 

調査成果の報告にあたり、検討委員会や意見交換会に参画いただいた関係各

位に厚く御礼申し上げる次第である。 
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１）行動計画の位置づけと意義 

 

●  普天間飛行場の跡地利用を実現するためには、今後、基本方針を具体化した

跡地利用計画を策定し、それにもとづき事業の準備を行い、事業の実施に至る

工程を着実に進めていく必要がある。 

● この行動計画は、跡地利用計画の策定に必要な具体的な取り組みの内容・手

順・役割分担等を明らかにし、関係者の行動指針として共有することにより、

跡地利用計画策定に向けた取り組みを的確にリードすることを目的とする。 

 

２）行動計画策定の前提 
 

● 返還後の速やかな事業着手を目標とするためには、返還までの間に、事業の

準備（合意形成、都市計画法等の手続き、実施体制づくり、実施計画の作成等）

を完了させる必要がある。 

●  事業の準備には、各種の取り組みを前倒しし、かつ並行して進めるとしても、

最低３～４年を要すると想定されるため、跡地利用計画は返還の３～４年前ま

でに策定する必要がある。 

●  また、返還前に跡地利用計画を策定するために、返還前の立ち入り調査を実

施し、跡地利用計画策定に必要な情報収集を行うことを前提としている。 

 

 図―１ 事業の実施までの工程と行動計画の位置づけ 
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３）跡地利用計画策定までの取り組みの進め方 
 

● 跡地利用計画の策定に向けて、「合意形成の実現に向けた取り組み」、「計画

づくりに向けた取り組み」、「跡地利用の実現に向けた取り組み」の三つの取り

組みを並行して実施する。 

● 取り組みの実施にあたっては、三つの取り組み間の連携、「計画づくりに向

けた取り組み」の分野間の調整に努める。 
 

① 合意形成の実現に向けた取り組み 
・ 地権者及び県民・市民の意向反映や合意形成のための方策や手順を検討し、計画づ

くりに向けた取り組みと連携して、意向反映活動、合意形成活動を実施 
 

② 計画づくりに向けた取り組み 
・ 基本方針の分野別の方針にもとづき、分野間の連携、整合を図りつつ、計画づくり

に向けた具体的な検討を行い、それらを集大成して全体計画を策定 
      

③ 跡地利用の実現に向けた取り組み 
・ 計画づくりに向けた取り組みと並行して、実施手法や機能誘致可能性等に係る検討

を行い、計画の実現性を検証 

 

図－２ 跡地利用計画策定に向けた三つの取り組み 
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２．行動計画（フロー図） 

20-C 分野別計画間の調整 20-B 全体計画の中間取りまとめ 

25-C 供給処理施設等に係る計画案の作成 

－上下水道、ゴミ処理、電力・ガス供給、情報通信施設 

－整備手法・主体 

26-B2 循環型社会形成等に係る方針の設定 26-A 跡地の環境形成に関連する広域計画のレビュー

と跡地における取り組みの体系化 

－循環型社会形成／風景づくり／広域的な緑地の整備 

／文化財・自然環境の保護 

24-B 幹線道路及び公共交通等に係る方針の設定 

－跡地に関連する幹線道路ネットワーク  
－広域及び跡地内公共交通体系整備 

24-A 広域交通に関する調査・計画のレビュー 

   －中南部都市圏総合都市交通計画（H20 年度予定）等 

24-C 幹線道路及び公共交通等に係る計画案の作成 

   －幹線道路のルート、構造、断面構成等 

   －公共交通のﾀｰﾐﾅﾙ、跡地内ｼｽﾃﾑ等に係る計画 

   －整備手法・主体 

A 計画の前提条件の整理分析 B 計画方針の取りまとめ C 計画内容の具体化 D 跡地利用計画策定 

21-C 振興策の導入に係る計画案の作成 

22-B 住宅地需要類型の選択と住宅地形成方針の設定 

23-B 導入機能の選択と都市拠点形成方針の設定 

25-A 供給処理等に関する既定計画のレビュー 

22-C 住宅地の計画案の作成 

   －住宅地タイプ別用地の計画規模・配置方針 

   －土地利用、基盤整備、環境形成の方針 

   －整備方式・スケジュール等の想定 

23-C 都市拠点の計画案の作成 

－都市拠点用地の計画規模・配置方針 

－建物整備、都市空間デザインの方針 

－整備方式・スケジュール等の想定 

26-C1 広域緑地(普天間公園等)に係る計画案の作成 

－計画規模、施設内容、位置・形状及び整備手法・主体 

26-C2 環境形成方策の導入に係る計画案の作成 

２） 

20-D 跡地利用計画の策定 

跡地利用計画の構成（例）

 

・広域的な位置づけ 

・計画フレーム 

・土地利用計画 

・都市基盤整備計画 

・環境形成計画 

・文化財・自然環境保護計画

・造成計画 

・開発スケジュール 

3-D 事業の実施に向けた検討

課題等の整理 

3-C 事業計画試案の作成と評価 

28-C 周辺市街地整備に係る計画案の作成 

   －周辺市街地の環境改善に向けた市街地整備 

   －周辺市街地の幹線道路整備 

   －跡地と周辺市街地にまたがる生活圏形成 

21-B 振興策の選択と振興拠点形成方針の設定 

3-B2 機能誘致促進に向けた取り組み(広報活動、制度創設等) 

3-B1 事業スキームに関する検討 

1-A2 計画づくりの方向等に係る意見聴取 

1-A1 地権者の意向醸成に向けた情報提供 
1-D 跡地利用計画案に対する

意見聴取と合意形成 
1-B2 全体計画の中間取りまとめ等にもとづく意見聴取 

22-A 住宅地需要に係る情報収集と分析 

   －中南部都市圏の世帯増、住み替え 

   －県外からの移住 

   －地権者住宅 

23-A 都市拠点の位置づけと機能導入可能性の評価 

－市民利用施設 

   －商業・業務施設等 

28-A 周辺市街地の現況と整備課題の整理 

     －既定計画、既往調査成果等のレビュー 

    －周辺市街地の現況と課題 

27-B 文化財・自然環境等の保護に係る方針の設定

－文化財、生態系の保護 

    －地盤環境との整合 

27-A 文化財・自然環境等に関する現況調査（滑走路の区域等を除く） 

21-A 振興計画等の上位計画との連携による振興策

導入方向の検討 

3-A1 事業実施に係る課題の整理 

3-A2 機能誘致に向けた取り組み方針の検討 

25-B 供給処理施設等に係る方針の設定 

－循環型社会の形成／産業・機能立地基盤の整備 

20 全体計画 

３  跡地利用の実現に
向けた取り組み 

１ 合意形成の実現に
向けた取り組み 
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※ 取り組み体制欄の太字は、各検討項目の統括部門 

 
 

１）合意形成の実現に向けた取り組み 

 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

1-A1 地権者の意向醸成に向けた情報提供 

・基本方針策定後の地権者意向調査を実施し、前回

調査からの変化の方向等について分析  

・関連する取り組みの成果を活用して、跡地利用の

課題、機能導入見通し等について、情報提供を行

い、計画方針の取りまとめに向けて、地権者の共

通認識を促進 

⇒宜野湾市の跡地対策部門が

「関係地権者等の意向醸成・

活動推進調査」において地権

者参加による取り組みの一環

として実施 

 

1-A2  計画づくりの方向等に係る意見聴取  

・計画づくりのポイントとなるテーマを選定し、県

民・市民との意見交換を実施し、計画方針の取り

まとめに反映  

⇒沖縄県と宜野湾市の跡地対策

部門による県民フォーラムの

開催等により実施 

1-B1  地権者の土地活用計画づくりに対する支援 

・計画の実現に必要な用地の確保や地権者用地の共

同利用、共同開発の促進に向けて、地権者の個別

あるいは協働による土地活用計画づくりを支援

するための情報提供活動等を実施 

⇒宜野湾市の跡地対策部門が

「関係地権者等の意向醸成・

活動推進調査」において地権

者参加による取り組みの一環

として実施 

1-B2 全体計画の中間取りまとめ等にもとづく

意見聴取 

・全体計画の中間取りまとめ（20-B）や分野別の進

捗に応じた成果にもとづき、地権者及び県民・市民

からの意見聴取や提案の公募等を実施し、計画づくり

に向けた取り組みに反映 

⇒沖縄県と宜野湾市の跡地対策

部門が実施 

1-D  跡地利用計画案に対する意見聴取と合意形成 

  ・跡地利用計画案にもとづく意見交換及びパブリッ

クコメントの手続き等を経て合意形成を図ると

ともに、関係行政機関等との協議を経て、跡地利

用計画を策定、公表 

⇒沖縄県と宜野湾市の跡地対策

部門が実施 

 

 

 

３．行動計画（取り組みの内容と体制） 
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２）計画づくりに向けた取り組み 

 
全体計画（２０） 

 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

20-B 全体計画の中間取りまとめ  

 ・分野別の検討成果の集大成により、全体計画の中

間取りまとめを作成し、合意形成の実現に向けた

取り組み(1-B2)に活用  

・分野別の検討成果を集大成するためには、それぞ

れの取り組みの成果を持ち寄り、一体的な検討を

行う場を設ける等、関係者の連携や横断的な検討

を促進 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門が関連部局、国の協力

を得て実施 

 

20-C 分野別計画間の調整 

・分野別計画間の調整の場を設け、計画内容の具体

化に係る分野間の計画の整合と連携を促進 

・分野別計画に係る意見聴取の窓口として、合意形

成の実現に向けた取り組み(1-B2)を促進 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門が関連部局、国の協力

を得て実施 

 

20-D 跡地利用計画の策定 

・分野別の計画案を集大成し、跡地利用計画案を策

定し、合意形成の実現に向けた取り組み（１－D）

を経て策定 

・合意形成（１－D）の過程で、必要に応じて修正

案を作成 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門が関連部局、国の協力

を得て実施 
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振興拠点（２１） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

21-A 振興計画等の上位計画との連携による振

興策導入方向の検討 

・振興計画等と跡地利用計画の連携により、振興計

画等において跡地が担うべき役割を明確化 

・跡地に誘致する民間施設の立地需要動向や公的施

設の誘致可能性に関する情報収集 

・振興計画等における跡地の位置づけを踏まえて、

跡地の特性を活用した振興策の導入に係る検討

案を作成し、比較評価を実施 
 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、産業政策

部門を中心に、振興計画等の

上位計画と跡地利用計画を一

体的に検討する体制を整え、

国と連携して検討を実施 

21-B 振興策の選択と振興拠点形成方針の設定 

・振興策の比較評価(21-A)や県民からの意見聴取

(1-A2)にもとづき跡地に導入する振興策を選択 

・選択された振興策について、導入機能、土地利用、

拠点形成に必要な基盤整備、環境形成の方向等、

振興拠点形成の方針を設定 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、産業政策

部門、都市計画及び都市基盤

整備部門を中心に、振興計画

等と跡地利用計画を一体的に

検討する体制を整え、国と連

携して検討を実施 

21-C 振興策の導入に係る計画案の作成 

・振興拠点形成方針(21-B)にもとづき、振興策の導

入に必要な用地の規模・位置、都市基盤整備、都

市空間形成、整備時期等に係る計画内容を具体化

・地権者の土地活用計画(1-B1)との整合性、用地の

計画的供給の可能性(3-C)等について検証 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、産業政策

部門、都市計画及び都市基盤

整備部門を中心に、振興計画

等と跡地利用計画を一体的に

検討する体制を整え、国と連

携して検討を実施 
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住宅地（２２） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

22-A 住宅地需要に係る情報収集と分析 

・中南部都市圏住宅需要動向の分析・評価にもとづ

き、広域における新たな住宅地計画の方向を確認

し、跡地がターゲットとする住宅地需要類型の選

択に反映 

・「県外からの移住」等に関する需要動向の分析・

評価を行うとともに、解決すべき課題を明らかに

し、住宅地需要類型の選択に反映 

・「地権者住宅」に関する地権者意向の分析・評価

にもとづき、解決すべき課題を明らかにし、住宅

地需要類型の選択に反映 
 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、住宅政策部門、都市

計画及び都市基盤整備部門を

中心に実施 

⇒同上 

 

 

⇒宜野湾市の跡地対策部門が、

都市計画及び都市基盤整備部

門と連携して、「関係地権者等

の意向醸成・活動推進調査」

による取り組みの一環として

実施 

22-B  住宅地需要類型の選択と住宅地形成方針の設定

・跡地の特性や需要動向に係る検討成果(22-A)を踏まえ

て、跡地がターゲットとする住宅地需要類型を選択

・選択された住宅地需要類型に対応するそれぞれの

住宅地について、導入機能、土地利用、基盤整備、

環境形成の方向等、住宅地形成の方針を設定 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、住宅政策部門、都市

計画及び都市基盤整備部門を

中心に実施 

 

22-C 住宅地の計画案の作成 

 ・住宅地形成方針(22-B)にもとづき、用地の規模・

位置、地区レベルの都市基盤整備、住宅関連サー

ビス施設整備、都市空間形成、整備時期等に係る

計画内容を具体化 

・地権者の土地活用計画(1-B1)との整合性、ﾃﾞﾍﾞﾛｯ

ﾊﾟｰ等に対する用地供給の可能性(3-C)等を検証 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、住宅政策部門、都市計

画及び都市基盤整備部門を中

心に実施 
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都市拠点（２３） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

23-A 都市拠点の位置づけと機能導入可能性の評価 

・宜野湾市将来都市像における都市拠点の位置づけ

や既存拠点との役割分担等に係る市民合意の形

成 

・都市拠点に期待される都市機能の候補について、

市民サービス施設に係る市の長期計画や中南部

都市圏における需要動向分析等にもとづき、導入

可能性を検証 
 

⇒宜野湾市の跡地対策部門、企

画部門、産業政策部門、都市

計画及び都市基盤整備部門を

中心に実施 

 

 

23-B 導入機能の選択と都市拠点形成方針の設定 

・機能導入可能性に係る検討成果(23-A)を踏まえる

とともに、他都市における事例のレビュー等にも

とづき、市民サービス機能や商業機能等、都市拠

点に導入する都市機能を選択（振興拠点形成との

連携による機能導入についても検討） 

・選択された都市機能の導入に向けて、都市拠点の

位置や交通体系との関係、都市拠点内の機能配

置、都市空間デザイン等、都市拠点形成の方針を

設定 

⇒宜野湾市の跡地対策部門、企

画部門、産業政策部門、都市

計画及び都市基盤整備部門を

中心に実施 

 

23-C 都市拠点の計画案の作成 

 ・都市拠点形成方針(23-B)にもとづき、都市拠点用

地の規模・位置、都市空間形成、整備時期等に係

る計画内容を具体化 

・地権者の土地活用計画(1-B1)との整合性、機能誘致の

ための計画的な用地供給の可能性(3-C)等について検

証 

⇒宜野湾市の跡地対策部門、企

画部門、都市計画及び都市基盤

整備部門を中心に実施 
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交通（２４） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

24-A 広域交通に関する調査・計画のレビュー 

・「中南部都市圏総合都市交通計画」（平成２０年度

予定）等、広域交通に関する調査・計画における

跡地の役割、期待される交通体系整備方向等をレ

ビュー 
 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、交通政策部門、企画

部門、都市計画及び都市基盤

整備部門を中心に沖縄総合事

務局の協力を得て実施 

24-B 幹線道路及び公共交通等に係る方針の設定  

・新しい広域計画(24-A)を踏まえて、宜野湾市にお

ける交通体系整備に係る基本方針の再検討を行

い、跡地に関連する幹線道路網整備、公共交通体

系整備等、主要な交通体系に係る計画方針を設定

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、交通政策部門、企画部

門、都市計画及び都市基盤整

備部門を中心に沖縄総合事務

局の協力を得て実施 

 

24-C 幹線道路及び公共交通等に係る計画案の作成 

 ・計画方針(24-B)にもとづき、幹線道路のルート、

幅員、断面構成、沿道景観形成、電線類の地中化

方針等に係る計画内容を具体化 

・幹線道路整備について、公的主体の役割分担、用

地確保の可能性等に係る検証 

・公共交通機関、ネットワーク、ターミナル施設等

に係る計画内容を具体化 

・公共交通サービスの運営可能性等に係る検証 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、交通政策部門、企画部

門、都市計画及び都市基盤整

備部門を中心に沖縄総合事務

局の協力を得て実施 
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供給処理（２５） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

25-A 供給処理等に関する既定計画のレビュー 

・跡地利用に関連する供給処理施設の既定計画や情

報通信基盤等に関する広域的な整備計画等をレ

ビューし、新規の施設整備の必要性等を確認 
 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門がそれぞれの担当部門

の協力を得て実施 

25-B 供給処理施設等に係る方針の設定 

・循環型社会の形成や産業・機能導入の促進に向け

た供給処理施設や情報通信施設等の整備目標を

明らかにし、跡地に関連する既定計画(25-A)等を

踏まえて、跡地内・外において整備すべき主要施

設に係る計画方針を設定 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市のそれぞ

れの担当部局が、供給処理施設

関連機関と調整して実施 

 

25-C 供給処理施設等に関する計画案の作成 

 ・計画方針(25-B)にもとづき、上下水道、ゴミ処理、

電力・ガス供給、情報通信基盤整備等に係る計画

内容を具体化 

・施設整備や運営可能性等に係る検証 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市のそれぞ

れの担当部局が、供給処理施設

関連機関と調整して実施 
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環境・公園（２６） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

26-A 跡地の環境形成に関連する広域計画のレ

ビューと跡地における取り組みの体系化 

・循環型社会形成、風景づくり、広域的な緑地の整

備、文化財・自然環境の保護等に係る広域的な計

画のレビュー 

・跡地の環境形成に係る目標設定と分野別の計画づ

くりにおける取り組みの体系化 
 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、都市計画

及び都市基盤整備部門、環境

部門、文化財担当部門を中心

に実施 

 

26-B1  広域緑地(普天間公園等)に係る方針の設定 

・跡地の環境形成方針(26-A)を踏まえて、（仮）普

天間公園等の広域緑地に係る計画方針を設定 

・モデルプランの作成等によるわかりやすい情報提

供を行い、県民・市民・地権者の意向を反映(1-A2)

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、都市計画及

び都市基盤整備部門を中心に

沖縄総合事務局の協力を得て

実施 

 

26-B2 循環型社会形成等に係る方針の設定 

・跡地における取り組みの体系化(26-A)にもとづ

き、循環型社会のモデル地域整備、新たな「観光

資源」としての風景づくり都市空間づくり等に係

る計画方針の設定 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、都市計画

及び都市基盤整備部門、環境

部門を中心に実施 

 

26-C1  広域緑地(普天間公園等)に係る計画案の作成 

・計画方針(26-B1)にもとづき、（仮）普天間公園等

の広域緑地の計画規模、施設内容、位置・形状、

デザイン方針等に係る計画内容を具体化 

・公的主体による役割分担や地権者との協働による

用地確保の可能性(3-B1)等に係る検証 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、都市計画及

び都市基盤整備部門を中心に

沖縄総合事務局の協力を得て

実施 

 

26-C2  環境形成方策の導入に係る計画案の作成 

・計画方針(26-B2)にもとづき、循環型社会のモデ

ル地域としてのリサイクル施設整備、環境配慮型

都市基盤整備等、具体的な施策に係る計画内容を

具体化 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、具体的な施策の担当

部局が連携して実施 
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文化財・自然環境（２７） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

27-A 文化財・自然環境等に関する現況調査(滑

走路の区域等を除く) 

・跡地利用計画の策定に必要な情報収集を行うため
に、引き続き、文化財・生態系・地盤環境に関する
現況調査を実施 

 

⇒沖縄県と宜野湾市の文化財担

当部門が「文化財関連調査」、

宜野湾市の跡地対策部門が

「自然環境調査」により実施

（国の協力を得て、返還前の

立ち入り調査を促進） 

 

27-B 文化財・自然環境等の保護に係る方針の設

定 

・文化財、生態系の保護に係る計画方針の設定 

・地盤環境との整合による安全の確保や地下水系の

保全等に係る計画方針の設定  

 

⇒文化財は、沖縄県及び宜野湾

市の文化財担当部門を中心に

実施 

⇒自然環境は、宜野湾市の環境

部門を中心に実施 

 

27-C 文化財・自然環境等の保護に係る計画案の

作成 

・計画方針(27-B)にもとづき、文化財、生態系、地

盤環境について、跡地利用計画の計画条件や保護

に係る計画内容を具体化 

・返還後の情報収集にもとづく計画修正のしくみや

リスクへの対応手法を備えた計画づくりのあり

方について検討を行い、跡地利用計画に反映 

 

 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、文化財担当部門、環

境部門が実施 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、都市計画及び都市基

盤整備部門、文化財担当部門、

環境部門を中心に実施 
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周辺市街地（２８） 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

28-A 周辺市街地の現況と整備課題の整理 

・周辺市街地の現状分析や整備手法等にかかる既往

調査成果等のレビューと課題の整理 

・目標とすべき周辺市街地整備の方向と跡地利用と

の連携による計画づくりに向けた検討方針の取

りまとめ 
 

 

⇒宜野湾市の都市計画及び都市

基盤整備部門が実施 

⇒宜野湾市の企画部門、都市計

画及び都市基盤整備部門が実

施 

 

28-B  跡地と周辺市街地の一体整備に係る方針の設定

・周辺市街地の現況と課題に係る検討成果(28-A)を踏

まえて、周辺市街地の環境改善、周辺市街地の幹

線道路整備、跡地と周辺市街地にまたがる生活圏

形成等、跡地利用との一体整備に係る計画方針を

設定  

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、企画部門、都市計画

及び都市基盤整備部門が沖縄

総合事務局の協力を得て実施 

 

28-C  周辺市街地整備に係る計画案の作成 

・計画方針(28-B)にもとづき、市街地環境改善や幹

線道路沿道地区整備の区域、生活圏形成に向けた

施設整備等に係る計画内容を具体化 

・計画案をもとに、跡地との一体整備の事業手法、

実施可能性等に係る検討成果(3-C)により検証 

 

 

⇒宜野湾市の都市計画及び都市

基盤整備部門が実施 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対

策部門、都市計画及び都市基

盤整備部門が実施 
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３）跡地利用の実現に向けた取り組み 
 

取り組みの項目と内容 取り組み体制 

3-A1 事業実施に係る課題の整理 

・地権者に対する公平な土地活用機会の提供、広域
的な都市基盤施設の整備、計画的な開発用地の確
保の必要性等、跡地利用に特有の課題を整理 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門が実施 

3-A2 機能誘致に向けた取り組み方針の検討 

・土地利用及び機能導入に係る検討と並行して、機
能誘致に係る課題を整理し、機能誘致の促進に向
けた具体的な取り組み方針について検討を行い、
長期的、持続的な取り組みを推進 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門、企画部門、産業政策
部門を中心に実施 

 

3-B1 事業スキームに関する検討 

・計画方針の取りまとめと並行して、都市基盤整備
事業（宅地整備や関連道路整備等）の事業スキー
ムを想定 

・事業スキームの想定に際しては、跡地に特有の課
題の解決や全体計画の中間取りまとめ(20-B)と
の整合に向けて、幅広い検討を実施 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門、都市計画及び都市基
盤整備部門が国の協力を得て
実施 

 

3-B2 機能誘致促進に向けた取り組み(広報活

動、制度創設等) 

・機能誘致に向けた県内・外への情報発信や情報収
集を通じて、機能誘致を促進し、見通しを確保 

 

・機能誘致を促進するための諸制度の創設等に係る
検討 

 

 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門、企画部門、産業政策
部門を中心に実施 

⇒沖縄県の企画部門、産業政策
部門が実施 

3-C 事業計画試案の作成と評価 

・事業スキームの想定（3-B1）にもとづき、土地の
取得・保有・供給に係る計画フレーム、事業費、
地価等の想定にもとづく事業計画試案を作成 

・事業計画試案について、地権者、事業者、公的主
体等の視点からの評価を行うとともに、事業計画
試案にもとづく経済的効果について想定し、計画
の実現性の検証や地権者、市民、県民に対する情
報提供活動に活用 

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門、都市計画及び都市基
盤整備部門、企画部門、産業
政策部門を中心に実施 

 

3-D 事業の実施に向けた検討課題等の整理 

・事業計画や機能導入に係る検討成果(3-B2、3-C)
を踏まえて、事業の実施に向けた検討課題を整理

⇒沖縄県及び宜野湾市の跡地対
策部門、企画部門、産業政策
部門が実施 
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１）全体の取り組みを統括する体制づくり 

 

● 跡地利用計画の策定に向けた「三つの取り組み」や「計画づくりに向けた取

り組み」の「全体計画」と「分野別計画」は、緊密な連携のもと、それぞれの

取り組みを同じ歩調で、並行して進める必要がある。 

● そのため、沖縄県及び宜野湾市を中心として、行動計画にもとづく取り組

みを統括する体制をつくり、全体の工程を的確に管理する必要がある。 

 

２）県土構造の再編を視野に入れた検討 
 

● 平成１８年５月の日米安全保障協議委員会で合意された嘉手納飛行場より

南の、普天間飛行場を含んだ施設・区域の返還は大規模であることから、跡地

利用計画は、県土構造の再編を視野に入れて策定する必要がある。 

● そのため、中長期的な視点に立った新たな沖縄振興のビジョンとの連携を図

りながら、取り組みを進める必要がある。 

 

３）取り組みのスケジュールの確定 
 

● 「行動計画」は取り組みの手順のみを明らかにしており、その実施時期及び

期間（スケジュール）については、今後、返還スケジュール等を踏まえて設定

する跡地利用計画策定の目標年次にあわせて確定する必要がある。 

● スケジュールの確定にあたっては、それぞれの段階に必要となる期間が確保

されるよう時間配分を行う必要がある。また、跡地利用計画の骨格となる「全

体計画の中間取りまとめ」や「跡地利用計画策定段階(Ｄ)」の合意形成に必

要な期間の確保に努める。 

 

４）取り組み項目の前後関係に配慮した実施手順 
 

● 「行動計画（フロー図）」は、それぞれの取り組み項目を四つの段階に大括

りしたものであり、それぞれの段階には、他の取り組みに先行させるべき項目

や他の取り組みの成果をもとに実施すべき項目が同列で示されている。 

● そのため、それぞれの段階の実施期間にあわせて、取り組み項目間の前後関

係に配慮した実施手順を組み立て、取り組み間の連携を図る必要がある。 

 

 

 

 

４．行動計画の運用に係る留意点 
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５）返還後の情報収集にもとづく計画修正 
 

● 返還前の立ち入り調査による情報収集にもとづき、跡地利用計画を策定す

ることを方針としているが、滑走路等の施設の区域については、原状回復措

置後の情報収集を余儀なくされ、また、これらの区域には、接収前の状況か

ら見て、多くの文化財が分布している可能性が高いと見られる。 

● そのため、跡地利用計画の策定に際しては、原状回復措置後の新たな情報

収集にもとづく計画修正のルールを定め、跡地利用計画と一体として、関係

者の合意形成を図る。 
 

６）事業実施に係る取り組みの重視 
 

● この行動計画においては、実現可能な計画づくりに向けて、「跡地利用の実

現に向けた取り組み」を行うこととしており、とくに、返還後の速やかな事

業着手を目標として、事業の準備に要する期間を短縮するためには、事業実

施に係る検討をできるだけ前倒しで実施しておく必要がある。 

●  そのため、「跡地利用の実現に向けた取り組み」においては、跡地利用計画

の策定とあわせて、少なくとも事業実施に係る基本的な枠組みを固めること

を目標とする。 

 

７）幅広い知見や優れた提案の導入 
 

● 「普天間飛行場跡地利用基本方針」においては、社会経済動向の反映や環境

に対する配慮等を基本姿勢とし、新たな時代潮流への対応や国際的な評価にも

耐える先進的な環境づくり等に戦略的に取り組むことを目指している。 

● そのため、「計画づくりに向けた取り組み」においては、幅広い知見の結集

に努め、社会経済動向を反映した計画づくりに取り組むとともに、「跡地利用

の実現に向けた取り組み」においては、積極的な広報活動等を通じて、跡地利

用の促進につながる優れた提案の導入等に取り組む。 
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Ⅱ 今後の取り組みに向けた参考意見 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

本章は、本調査の一環として開催した計画づくり

に関連する１０分野についての意見交換会（有識者

や関係機関等で構成）のご意見をもとに、今後の取

り組みにおいて特に重点を置くべき検討事項や計画

づくりの参考となる考え方等を取りまとめたもので

ある。 
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１）地権者の参加を促進するための特段の方策が必要 
 

● 地権者間の意識や知識の差を埋めるために、まちづくり新聞の発行や定例会

の開催等による定期的な情報提供を実施 
● 若手の地権者などを、行政と地権者の間の橋渡し役として育成 

● 地権者がイメージしやすいまちづくりの全体像を提示 

● 分野別計画の中にも地権者が意見を出しやすいテーマがあり、こまめに情報

提供 

● 情報過多となり、地権者の負担を増大させることがないように、地権者への

情報提供の窓口を定め、一括してコントロール 

 

２）地権者の協働に向けた地権者間の話し合いを重視 
 

● 時間をかけて発生する土地活用機会を地権者が公平に分かち合うことが大

きな課題であり、そのためしくみづくりの主体は地権者であり、地権者の話し

合いが不可欠 

● 地権者用地の共同利用や共同開発等による土地活用の促進に向けて、地権者

の協働を促進するための話し合いが必要 

● 地権者の話し合いを促進するために、地元の建築家の参加、リーダーとなる

人材の育成、事業メニュー等に関する情報提供、交流の場づくり等を促進 

● 地権者が住みたいと思うまちづくり等、地権者の協働によるメリットがわか

りやすいテーマを選んで話し合いを開始 

● 跡地と周辺市街地の連携によるまちづくりに向けて、周辺市街地の地権者と

の意見交換を促進 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．合意形成の実現に向けた取り組みについて 
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（振興拠点について） 
 

１）振興計画と跡地利用計画の一体的な検討体制の構築 
 

● この１０～２０年間は沖縄の将来を決める重要な時期にあたり、嘉手納以南

の返還地の活用が計画づくりのポイント 

● 普天間飛行場の跡地は、「沖縄の２１世紀のシンボル」となる地域であり、

沖縄振興の中核として位置づけ、振興計画との連携による計画づくりを推進 

 

２）普天間飛行場の跡地にふさわしい振興策の例 
 

● 普天間飛行場跡地では産業振興を中心とし、観光客誘致の核となる公園づく

り、ＩＴ産業の質的強化に向けた中核的な頭脳基地の整備、産業クラスター計

画の実現等に向けた取り組みを重視 

● 国の推進する産業クラスター計画と連携・協力し、持続可能な観光拠点形

成に向けた計画づくりを推進  

  

（住宅地について） 
 

１）県外からの移住に係る十分な検証 
 

● 移住者による地域コミュニティへの影響、移住者の老後への対応の必要性等

に着目 

● 促進策としては、リタイア後の自己実現活動の場づくり、住宅と介護をセッ

トにした二世代移住の可能性等について検討 

 

２）コミュニティを重視した計画づくり 
 

● 良い住宅地は周辺居住者との交流が重要であり、例えば、アパートと持ち家

ではコミュニティに対する居住者のニーズが異なることに留意する等、計画づ

くりの段階からコミュニティづくりとセットでの検討が必要 

● 地権者住宅による住宅地形成（旧集落の再現等）についても、コミュニティ

観の多様化に配慮する必要があり、地権者の意向把握が重要 

 

３）地権者との協働による魅力づくりに向けた取り組みの例 
 

● 大規模な公園が住宅地の価値を高める効果をアピールし、公園整備に向けた

地権者の合意形成を促進 

● 地権者用地の共同利用や協調開発による魅力づくりに向けた地権者の協働

を促進するために、開発事例等の情報提供を促進 

２．計画づくりに向けた取り組みについて 
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（都市拠点について） 
 

１）都市拠点形成の方向を市民と共有することが先決 
 

● 都市拠点（宜野湾市の新しい都心）の計画づくりの必要性や方向について市

民合意を得ることが先決 

● 都市拠点形成をリードする公的施設については、一定の充足を見ている中で、

移転・集約まで含めた議論を行い、その成果を長期構想としてオーソライズ 

● とくに市庁舎の移転について、コンセンサスを得ることが重要 

 

２）地権者の参加を促進するための取り組みの例 
  

● 那覇新都心地区やアメリカンビレッジのようなものなのか、それとも新しい

スタイルの都心づくりを目指すのか等、都市拠点のイメージを提供し、地権者

の参加意欲を喚起 

● そのためには、嘉手納以南の基地返還や中南部都市圏における商業機能等

の立地動向を踏まえて、跡地における機能誘致可能性に関する展望が必要 

 

（交通について） 
 

１）広域交通計画と跡地利用計画との連携の促進 
 

● 跡地利用にかかる計画フレームが未定の段階で、広域交通計画を立案し、計

画フレームが定まった段階で見直しを行う等、両計画の策定時期のタイムラグ

を埋める手法の検討と整合性を確保するための情報交換が必要 

 
２）跡地への導入が期待される都市交通のモデル的な施策の例 

 

● 那覇新都心地区においては、渋滞解消に向けて、ＴＤＭ（交通需要管理）の

社会実験が行われており、そのような事例を将来に活かすことが重要 

● 中部圏における拠点バスターミナルとコミュニティバスやレンタサイクル

との組み合わせによる交通拠点形成等について検討が必要 

 

（供給処理等について） 
 
１）既定計画の着実な実施に向けた取り組みが必要 

 

● 上水道、下水道、ゴミ処理については既定の施設計画により対応可能な状況

にあり、これらの施設整備を跡地利用とあわせて着実に実施することが課題

（配水池は跡地内に必要。下水を再利用する場合は、高度処理施設の設置が必

要） 
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● 跡地外における下水道の幹線ルートの整備には長期間を要するため、返還

決定後速やかな計画づくりが必要 

● 文化財・自然環境調査の結果を踏まえた幹線管渠の計画づくりにより、洞

穴への影響等を回避することが課題 

● 市民から要望されている斎場・墓地は、跡地における検討課題の一つ 

 
２）跡地への導入が期待される新しい供給処理等の例 

 
● 高度処理水の中水利用（糸満・名護ではせせらぎづくり、那覇新都心地区で

はトイレ・散水に利用） 

● ディスポーザーの設置によるごみ減量と汚泥のリサイクル（管渠の負担軽減

のためにはコミュニティ単位でのプラント整備等を検討） 

● 湧水の保全や海洋生物への影響緩和のための雨水の地下浸透等 

● 振興拠点形成や新しい生活利便の実現に向けた高度情報通信基盤の整備 

● 都市景観の向上等に向けた電線類の地中化 

 

（環境・公園について） 
 
１）県計画における循環型社会形成のモデル地域としての位置づけ 

 
● 「沖縄らしさ」を観光資源、社会資本の一つとして整備すること、新しい都

市空間づくりを先導すること、循環型社会を先導するモデル地域として整備す

ること等を広域的な役割として重視  

● 整備時期の社会・経済状況のもとで、民間の力で利潤が上がる仕組みを構築 

● 「廃棄物を一切出さない」、「イノーの回復に向けた跡地利用」、「地下水脈の

保全」、「風水思想等伝統的な技術の継承」等、具体的なミッションを発信する

ことが重要 

● 段階的な土地利用とあわせて、時間をかけた取り組みにより環境再生を実現 

 
２） (仮)普天間公園整備の目的の明確化にあわせた役割の分担 

 
● （仮）普天間公園の目的（誰のために何をするのか）を明確にして、具体的

な計画づくりや役割分担等を検討 

● 跡地が目標とする環境づくりをサポートする役割を重視 

● 「全体を緑地とみなし、その中でスポット的に開発するイメージ」、「テーマ

性のある複数の公園による構成」等、これまでの枠にとらわれない柔軟な発想

を導入 
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（文化財・自然環境について） 
 

１）返還前の立ち入り調査等の促進 
 

● 現況調査に先行する計画づくりに取り組んでいるため、現況調査の結果によ

って大きな見直しが必要となるリスクを抱えており、早期の跡地利用を実現す

るためには、新たな調査結果にもとづく計画修正のルールを定めておく等、リ

スクの軽減が課題 

● そのため、これまでの調査成果や類似地区の事例収集等により、跡地にお

ける環境保護の必要性にかかる見通しを整理する等、現況調査に先行する計

画づくりに向けた特段の取り組みが必要 

 
２）返還後の調査期間の短縮に向けた取り組み 

 
● 少なくとも滑走路の下部等については、返還後に現況調査を行う必要があり、

跡地整備に向けて実施計画を早期に固めるためには、現況調査と対応方針の取

りまとめを短期間で実施するための手法や体制の整備が必要 

● また、返還後の調査期間短縮には、先行的な現況調査の実施が不可欠であ

り、返還前の立ち入り調査の実施に向けて、関係機関との連携を強化 

 

（周辺市街地整備について） 
 
１）基本的には跡地と周辺市街地の一体整備を目標 
 

● 基地周辺の不良市街地は基地建設に起因していること、跡地との一体整備の

メリットが期待されること、基地返還のタイミングでなければ整備できないこ

と等から、基本的には跡地と周辺市街地の一体整備を目標 

● 一体整備の範囲や内容については、周辺市街地整備には膨大な費用を要す
ることや周辺市街地の地権者の合意が必要となることから、その実現性につ
いての検証を踏まえた計画づくりが必要 

 

２）幹線道路沿道においては予備的な合意形成活動を早期に開始 
 

● 周辺市街地の幹線道路整備は、跡地利用に不可欠であり、早期の取り組みが
期待されるが、道路計画が跡地利用計画の策定を待つ必要があることから、そ
れまでの期間を活用した予備的な合意形成活動を開始することが重要 
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１）跡地利用の適正化に向けた全県的な方針を確立 
 

● 土地利用が時間をかけて進展する中で、土地活用時期にかかる地権者間の公

平を図りつつ、計画的な土地利用の可能性を担保することが、沖縄県における

これからの跡地利用に係る共通の課題であり、全県的な方針の確立が必要 

● その上で、現行制度の中では跡地整備の事業手法として評価が高い土地区画

整理事業について、課題解決の可能性や限界等を整理し、残された課題の解決

に向けた制度整備の可能性等について検討 

 

２）機能誘致に向けた持続的な取り組み体制づくり 
 

● 跡地利用計画策定までに機能誘致の見通しを確保できるのは一部であり、そ

の先の持続的な取り組みにより機能誘致を実現するというスタンスで臨む必

要があり、そのためには、沖縄県や宜野湾市を中心とし、民間を含めた機動的

な体制づくりが必要 

 

 

３．跡地利用の実現に向けた取り組みについて 




